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ドイツ企業による会計基準採用・準拠政策の実態
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1 .はじめに

近年，ドイツ企業による US-GAAP(US-

Generally Accepted Accounting Principles: 

アメリカにおいて一般に認められた会計原則）

または／およびIAS(International Accounting 

Standards ：国際会計基準）採用の動きが顕著

である。そのなかでも特に， ドイツの国際的大

企業による当該基準の採用の増加は，日本にお

いても経済誌等で大きく取り上げられ，さらに

それがUS-GAAP/IAS採用の進まない日本企

業の危機感を煽るような論調であったことも

あって，にわかに注目を集めるようになってき

た。

確かに，それらの記事において紹介されてい

るような， US-GAAP/IAS採用企業の増加とい

う変化に注目する意義は十分にある。特に国際

会計領域の関心から言えば，フランコ・ジャー

マン諸国に属するドイツの企業がアングロ・ア

メリカン型基準に位置づけられるus心AAP/
IASを採用するといった現象は，会計実務の国

際的調和化を論ずるにあたっての興味深い分析

対象となりうるし，その分析ための資料を与え

てくれよう。さらに，その現象がドイツにおい

潮 崎 智 美

ては他のフランコ・ジャーマン諸国に比して遅

れて生じたにもかかわらず，その普及という面

で他国を先んずるようになってきたという状況

もまた， ドイツを一例として取り上げる意味を

深めている。しかし，その分析において，何故

そのような変化が生じたのか，その変化はどの

ような性質のものなのか（形式的変化か実質的

変化か）といった分析を行うことなしその実

務上の傾向を捉えることができるであろうか。

採用の実態分析を行わなければ，その変化だけ

に囚われ，変化に内在する連続を見極めること

なく現状を判断してしまうことになる。

そこで，本稿はドイツ企業によるus心AAP/
IAS採用・準拠の実態を分析することを目的と

して，第 2節において，ドイツ企業がUS-

GAAP/IASを採用するのはいかなる理由によ

るものかといった採用の根拠について，次に第

3節において，ドイツ企業がUS-GAAP/IASに

どのように準拠しているのかといった準拠の方

法について検討を行っていく。具体的に言えば，

第2節では，ドイツ企業によるUS-GAAP/IAS 

採用の根拠を「ニューヨーク証券取引所（New

York Stock Exchange: NYSE）またはノイ

ア・マルクト（Neuer Markt : NM）への上場j

および「国際的大企業Jという 2つの要因に求

め， US-GAAP/IAS採用とそれらの要因との関

係を検討する。また第3節においては，財務諸

表注記に示された採用基準に関する記述に看取

される， ドイツ企業のUS-GAAP/IAS採用・準

拠政策を整理することから，ドイツ企業による
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US-GAAP /IAS準拠方法が多様かつ複雑であ

る現状を明らかにしていく。本稿を通じて行わ

れるドイツ企業のUS-GAAP/IAS採用・準拠の

実状の把握という作業から得られる成果は，ド

イツ企業によるUS-GAAP/IAS採用・準拠に対

する基礎的認識となる。

2. ドイツ企業によるUS-GAAP/IAS 

採用とその根拠

以下本節で詳細に述べていくように，今や150

社以上のドイツ企業がUS-GAAP/IASを採用

しているという。では，何故ドイツ企業はUS-

GAAP/IASを採用するのか。今もってその採用

の現状と根拠は不明瞭なままである。その解明

を困難にしている第1の理由は，自発的にUS-

GAAP/IASを採用する企業が数多くあり，採用

企業の全体像を掴みにくいということにあっ

た。本節では，その全体像を捉えた貴重な資料

( Ordelheide [2000］）に基づいてドイツ企業に

よるUS-GAAP/IAS採用状況を把握した後，そ

の採用と根拠の関係を分析する。まずは， ドイ

ツ企業がUS-GAAP/IASを採用する根拠とな

る要因を想定し，その検討を行うことから始め

よう。

ドイツ国内において， ドイツ企業は，原則的

にドイツ商法典 (Handelsgesetzbuch: HGB), 

株式（会社）法（Aktiengesetz: AktG）等から

構成されるドイツ会計制度に準拠して財務諸表

を作成する義務を負う。ただし連結財務諸表に

対じては， 1998年4月に施行された資本調達促

進法噌リ定に伴うHGB改正により，取引所上場

親企業が国際的に認められた会計原則に準拠し

て連結財務諸表を作成した場合， HGBに準拠し

た連結財務諸表の作成の免除が認められるよう

になった(HGB第292a条）。ここで，国際的に認

められた会計原則とは，実質的にはUS-GAAP/

IASを指す。すなわち， HGBにおいてUS-

GAAP/lASへの準拠は企業の任意に委ねられ

ており，強制されてはいないのである。さらに，

証券取引所上場認可命令（Borsenzulassung-

sverordnung: BorsZulV）においても， HGBと

同様の立場が採られている九従って，ドイツ企

業のUS-GAAP/IAS採用の根拠を，ドイツの会

計制度に求めることはできない。

ドイツ企業がUS-GAAP/IASを採用する当

然の根拠として考えられるのは，ドイツ企業が

これらの基準への準拠を要求する証券取引所に

上場する場合である。 US-GAAPへの準拠を要

求するニューヨーク証券取引所（NYSE），そし

てUS-GAAPまたはIASへの準拠を要求するド

イツ新2部市場ノイア・マルクト（NM）は， ド

イツ企業にUS-GAAP/IAS準拠を要求する代

表的な証券取引所である九ドイツ国内のその

他の証券取引所やヨーロッパ連合（EU）域内の

証券取引所においては，連結財務諸表に対する

US-GAAP /IASの採用・準拠が認められてはい

るけれども，強制されてはいない。

では，そのNYSEおよびNMのUS-GAAP/

IAS準拠要求を実際に見ていこう。

1 ）資本市場におけるドイツ・コンツェルンの競争力改
善および社員貸付金調達の促進に関する法律。 Gesetz
zur Verbesserung der Wettweberbsfahigkeit deuts-
cher Konzerne an Kapitalmarkten und zur Erleich-
terung der Aufnahme von Gesellschafterdarlehen 
(Kapitalaufnahmeerleichterungsgesetz-KapAEG), 
Bundesgesetzblatt Jahrgang 1998 Teil I Nr.22, 
ausgegeben zu Bonn am 23. April 1998. 
2) BorsZulVに明文規定がないことから，そこでは
HGBの立場と同様，当該ドイツ企業を実質上の外国
企業と見なすことによって，連結財務諸表における
HGBへの準拠義務が免除されていると考えられる。
外国企業に対する免除規定は， BorsZulV第22条およ
び第65条第2項。
3）近年， NYSE,NMのどちらにおいても，ドイツ企
業による上場が増加している。 NYSEには1993年の
Daimler-Benz社の上場をはじめとして現在日社，
1997年開設されたNMには267社が上場しているとい
う（NYSE[2000], NM [2000］）。
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ドイツ企業がNYSEに上場する場合，当該企

業は，アメリカ証券取引委員会（Securities

Exchange Commission: SEC）が外国の登録会

社に対して定めた様式20-F第17項または第18

項に従って財務諸表を作成しなければならな

い4）。それによれば， US-GAAPに完全準拠する

か，または調整表（reconciliation）を作成する

といった方法で， US-GAAPに準拠することが

求められている（資料1）。この調整表では，財

務諸表に示された利益および資本に，採用基準

とUS-GAAPとの聞に生じる重要な相違と金額

に関する修正を加えて， US-GAAPに準拠した

利益および資本が導き出される。

また，ドイツ企業がNMに上場する場合，当該

企業は上場要件である Regelwerk Neuer 

Marktに従わなければならない。財務諸表の作

成に関して規定されたその第2章第4.1.9条お

よび第7.2.2条において， NM上場企業がUS-

GAAPまたはIASに準拠するか，あるいは企業

の所在国の基準とUS-GAAP/IASとの調整表

を作成しなければならない旨が述べられてい

る。ただし上場1年目の企業に対しては，当該

資料1 様式20-F 第17項財務諸表

(c）上記の（a）節により要求される財務諸表および附属明細表は，アメリカにおいて一般に認められた会計原則に準拠し

て作成することができる。また，当該財務諸表は，下記の事項を開示する場合には，アメリカにおいて一般に認められ

た会計原則に準拠せず，包括的会計原則（acomprehensive body of accounting principles）に従って作成すること

ができる。

(1) 監査報告書，または財務諸表の見出しに明らかに識別できるように包括的会計原則が財務諸表の作成のために使

用されたことの指摘。

(2）財務諸表を作成するにあたって使用した会計原則，慣行，および方法と，アメリカにおいて一般に認められ，また

規則s-xにより認められた会計原則，慣行，および方法との間の重要な差異について討議し，当該重要な差異は，次
のような形式によりその項目と金額を示さなければならない。

(i）損益計算書を表示する各年度および中間期ごとに，損益計算書上またはその注記中において，下記に示した表と

ほぽ同ーの表形式により純利益を調整しなげればならない。個々の重要な差異の内容は，個別の調整項目として記

載し，影響する金額を示さなければならない。ただし，注記中に区分して表示する場合には，重要な数項目を損益

計算書上において総括して表示することができる。

損益計算書に示された純利益

報告利益を増加させる影響のある項目

項目 1

項目 2等

報告利益を減少させる影響のある項目

項目 1

項目 2等

XXX 

XXX 

XXX 

(XXX) 

(XXX) 

アメリカにおいて一般に認められた会計原則による純利益 XXX 

(ii）貸借対照表についても，貸借対照表に記載された項目の金額とアメリカにおいて認められた会計原則または規

則s-xに準拠して計上される金額の間の重要な差異の金額を示さなければならない。当該金額は，貸借対照表上に
括弧書きによって示し，特設欄を設け，あるいは資本勘定の調整表の形式により，または調整後の貸借対照表を示

すことによってもよいし，または金額の差異を明瞭に示すことのできる類似の形式によって掲示することもでき

る。

出所：港監査法人編日987],122-123頁。

4）第17項と第四項は，後者がセグメント情報の記載を
求める（c)(3）の要件を追加的に有することを除き一致

している。
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資料2 Regelwerk Neuer Markt 第7.2.2条第1項財務諸表および状況報告書

財務諸表は，国際会計基準（IAS）またはアメリカにおいて一般に認められた会計原則（US-GAAP）に準拠して作成さ

れ，第2項に従って公表されねばならない。自国の会計原則からIASまたはUS-GAAPへの調整表は認められる。発行体

が第1文および第2文の義務を一時的に満たすことができない場合には，発行体の要請により，ドイツ証券取引所

(DBAG）は，ノイア・マルクト（Neuer Markt）に株式が上場される発行体の営業年度について，当該発行体に対し

て第1文および第2文の要件を免除することがある。当該免除は，例えば特にキャッシュ・フロー計算書およびセグメン

ト別報告などの追加的な情報提供という条件のもとに可能となる。免除適用の更新は認められない。さらに，執行機関お

よび監査機関のメンバーによって保有される当該発行体の株式の総数および前年度と比較した当該数値の変化が，提供

されねばならない。財務諸表および状況報告書は，ドイツ語および英語の両方で作成されねばならない。

出所： §7.2.2 Abschnitt 2 Regelwerk Neuer Markt. 

基準への準拠が免除される場合がある。またこ

こには， NM上場企業がUS-GAAP/IASのうち

のどちらを選ぶべきかに関する要件は示されて

おらず， US-GAAPがIASかの選択は企業に委

ねられている（資料2）。

さて，既述の「NYSEまたはNMへの上場」と

いう要因の他に，その必然性については別に論

じる必要があるが，採用企業が「国際的大企業」

であるかどうかといった要因も， ドイツ企業の

US-GAAP /IAS採用の根拠のーっと考えられ

ている。ドイツの「国際的大企業」によるUS-

GAAP/IASの採用が進んでいるといったよう

な説明は，日本における前述の経済誌の記述と

同様に，ドイツの文献においても多くなされて

いる（その代表的なものとして， Niehus[1995 

a］を挙げることができる）。

そこで，以下では， ドイツの国際的大企業が

US-GAAP /IASを採用するといった仮定を検

証するためにも，ドイツ企業によるUS-GAAP/

IAS採用が，「NYSEまたはNM上場企業Jおよ

び「国際的大企業jという 2つの要因によって

どの程度まで説明できるのかについての分析を

試みる。そのために必要となるUS-GAAP/IAS 

採用ドイツ企業の全体像の把握は， Ordelheide

[2000］の資料に依拠した。また，ここで，国

際的大企業であるかどうかに関する判断は，ド

イツ株式指数（DeutscheAktienindex : DAX) 

企業であるかどうかに従って行われた九

まずは，ドイツ企業のUS-GAAP/IAS採用状

況を見てみよう。 Ordelheide[2000 Jによれば，

1999年8月18日現在， US-GAAP/IAS採用企業

は153社であった（この数には当時採用計画の

あった企業も含められている）。次いで， US-

GAAP, IASそれぞれについて見てみるとぺ全

153社のうちUS-GAAP採用企業は53社， IAS採

用企業100社となっており， IAS採用企業はUS-

GAAP採用企業よりも倍近く多い結果となっ

ている（図表1）。

このUS-GAAP/IAS採用企業153社を，本節

で検討を試みる採用要因，すなわち「NYSE上

場企業またはNM上場企業Jおよび「DAX企業」

に該当する企業ごとに区分表示したものが，図

表2である。これによれば， us”GAAP/IAS採
用ドイツ企業153社のうち， NYSE上場企業は

8社（5.2%),NM上場企業は75社（49.0%）で

ある。 NYSE上場企業は上述のようにすべて

us心AAP採用企業である一方， US-GAAP/
IASの一方を選択できるNM上場企業の採用基

準の内訳は， US-GAAP採用が33社， IAS採用が

5) DAX企業30社のうち26社は，世界500大企業を表し
たFortune500(1998年）にランキングされた企業であ
るので， DAX企業の多くを国際的大企業であるとみ
なし得ょう。

6）当該資料においては，採用基準別の分類は行おれて
いないため，分類は筆者の判断に依って行った。
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(1999年8月四日現在）

US-GAAP採用企業

l&l AG & Co. 

Agiv 

Axitron 

Augusta Beteiligungs 

BASF 

Bertrandt 

Beta Systems Software 

BRO KAT lnfosystems 

Ceo Tronics 

Computec Media AG 

Continental AG 

Cybernet Int. Services Inc. 

Daimler-Chysler 

Data Design 

DBV Winterthur 

AC Service 

Adidas-Salomon 

Allianz Versicherung 

Alsen 

Altana 

IAS採用企業

LPKF Laser & Electronics 

Lufthansa 

MAN 

Mannesmann (US-GAAP /IAS：計画中）

mb Software 

AMB Aachen und Munchener Beteiligungs I MEDION 
ARTICON Information Systems I Mensch & Maschine Software 
Bayer I Merck 

Bayeriche Hypo-und Vereinsbank 

BB Biotech 

BB Medtech 

Bin Tec Communications 

BMW 

Brain International 

Brau und Brunnen 

Degussa-Hii!s I BWK Bremer Woll-Kammerei 
Deutsche Bank (IASからUS-GAAPに変更） I CE Computer Equipment 
Deutsche Telekom I CE Computer Electronic 
Dresdner Bank ( + IAS) I Cenit 
edel music 

ELSA 

Endemann!! Internet 

Euromicron 

Fresenius Medical Care 

Graphisoft N.V. 

Centrotec 

CineMedia Film 

Commerzbank 

Concord Effekten 

Contigas （計画中）

DEF A Deutsche Entertainment 

Hannover Ruck I DePfa”Bank 

Hoechst ( + IAS) I DG Bank 
Heyde I DIS Deutscher Industrie Service 
IFCO Europe Beteiligungsgesellchanft （計画中？)I Drillisch 
INTERSHOP Communications I Dyckerhoff 
iXOS Software I EM TV & Merchandising 
LHS Group Inc. I Ergo V ersicherungsgruppe 
Metallgesellchaft I Eurobike (1998年はHGB)
Micrologica I Fortec Electronic Verbetriebs (1997/98年はHGB)
MorphoSys I hancke & peter IT Service （計画中）
Muhlbauer Hoding AG & Co. I Heidelberger Druckmaschinen 
Pfeiffer Vacuum Technology I Heidelberger Zement 
Plenum 

PriaCom 

PSI 

QIAGEN N.V. 

SAP 

Schwarz Pharma 

SCM Micro匂stemsInc. 

SGL Carbon 

Siemens 

Singulus Technologie 

TDS Informationstechnologie 

Te!DaFax 

Teles 

Thyssen Krupp 

VEBA 

W.E.T.Automotive Systems 

計

Henkel 

Hochtief 

Hoft & Wessel 

Hombach-Baumarkt （計画中？1998年はHGB)

Hunzinger Information 

i:FAO 

Infomatec 

Intertainment 

Karstadt (US-GAAP /IAS) 

Metro 

MobiCom (1998年はHGB)

Muhl Product & Service 

Munchener Ruck 

MVV Energie 

Nemetschek 

OAR Consulting 

Odeon Film 

OTRA Deutschland 

Porsche 

Preussag （計画中？1998年はHGB)

Puma 

Refugium Holding 

RWE 

Sachsenring Automobiltechnik 

Saltus Technology (1998年はHGB)

Schering 

Schalenbach-Lubeca 

Senator Film 

SER Systeme 

Sero Entsorgung 

SKW Trostberg （計画中）

SMS 

SoftM Software und Beratung Munchen 

Tarkett Sommer 

TEAG （計画中）

technorans 

Teleplan International N.V. 

Teutonia Zementwerke （計画中？1998年はHGB)

Ticona 

Tiptel 

Transtec 

Trinkaus & Burkhardt 

TUI Touristic 

Utimaco Software 

VAW 

VIAG 

Vivanco 

Kinowelt Medien I W ella 
Kraftiibertragungswerke Rheinfelden （限定的）

Lafarge Braas Roofing 

Lahmeyer 

Leonberger Bausparkasse 

Linde (US-GAAP /IAS：計画中）

Lintec Computer 

53宇土 計 100社

出所： Ordelheide[2000］をもとに作成。

注：分類は作成者の判断に依る。
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42社である。さらに， DAX企業は29社（19.0%)

となっているo重複企業の数を調整すると，こ

の2つの要因で全体の69.3%を説明することが

できる。すなわち，約7割の採用企業が， NYSE

またはNMに上場している企業または国際的企

業なのである。

さらに，これをUS-GAAP採用企業に限定し

て見てみると， US-GAAP採用企業53社のうち

NYSE上場企業8社（15.1%),NM上場企業33

社（62.3%),DAX企業11社（20.8%）であった。

すなわち，これらの企業をもってUS-GAAP採

用企業全体の86.8%を説明できることになる。

特に， NYSE上場企業およびNM上場企業だけ

でUS-GAAP採用企業全体の75.5%を説明でき

るという点は，非常に興味深い。さらに，この

数に近年中にNYSEに上場する予定であると

いうDresdnerBankおよびBASF社（共に2000

年夏上場予定）， Siemens社（2001年上場予定），

ならび、にThyssenKrupp社（上場へ向けて活動

中） 7）を加えてみよう。すると， US-GAAP採用

企業のうちの83.0%が， NYSEまたはNMへの

上場のために当該基準を採用していることにな

るのである。

一方のIAS採用企業100社を見てみると， NM

に上場している企業は42社であり，全体の

42.0%を占めている。また， DAX企業は18社

(18.0%）である。US-GAAP採用企業と比べる

と説明力は低いが，それでも全体の60%を説明

できるまでになる。

以上の分析から， NYSEまたはNMへの上場

およびDAX企業という 2つの要因によって，

US-GAAP /IAS採用企業の69.3%が説明でき

ることが明らかになった。換言すれば，約7割

の企業が，NYSEまたはNMに上場するために，

7）日経ビジネス［2000],133頁。

図表2 US0GAAP /IAS採用企業の採用要因別内訳

US-GAAP /IAS採用企業数

NYSE上場企業 8 (5.2%) 

NM上場企業 75 (49.0%) 

(NYSE/NM重複企業数） (1) 

DAX企業 29 (19.0%) 

(NYSE/DAX重複企業数） (5) 

その他 47 (30. 7%) 

計 153社

US-GAAP採用企業数

NYSE上場企業 8 (15.1%) 

NM上場企業 33 (62.3%) 

(NYSE/NM重複企業数） (1) 

DAX企業 11 (20 .8%) 

(NYSE/DAX重複企業数） (5) 

その他 5 (9.4%) 

計 53社

IAS採用企業

NM上場企業 42 (42.0%) 

DAX企業 18 (18.0%) 

その｛也 40 (40.0%) 

計 100社

または国際的大企業であるために， US-GAAP/

IASを採用していると言うことができる。つま

り，近年急増しているドイツ企業のUS-GAAP/

IAS採用は，一つはドイツ企業によるNYSEま

たはNMへの上場の増加という現象に伴って，

またもう一つは，ドイツの国際的大企業におげ

るUS-GAAP/IASへの必要性の増大という現

象に伴って進行しているのである。このことは

ドイツ企業においてNYSEおよび、NMへの上場

の必要性が高まるほど，そしてドイツ企業の国

際化が進行するほど， US-GAAP/IASの採用が

増加していくことを間接的に示してもいる。し

かしながら，この 2つ以外の要因（採用根拠）

については，別に検討していくことが必要とな

る8）。
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3. ドイツ企業のUS-GAAP/IAS 

準拠方法

前節においては，ドイツ企業によるUS-

GAAP/IASの「採用」に焦点を当てて分析を

行ってきた。しかしながら，一概にUS-GAAP/

IASを採用するといっても，当該基準への「準

拠」の仕方は一様で、はない。そこで本節では，

ドイツ企業がUS-GAAP/IASにどのように準

拠しているのか，つまりその準拠方法について

検討する。そのためにまず，ドイツにおいて行

われてきたドイツ企業のUS-GAAP/IAS準拠

の現状に関する一般的説明を示した後，ドイツ

企業の財務諸表注記に見ることのできるUS-

GAAP/IAS採用・準拠政策を検討していく。こ

れらの検討を通じて， ドイツ企業が，一般的説

明では捉えることのできないような多様なUS-

GAAP/IAS準拠方法を採っていることが明ら

かになる。

さて，ドイツ企業のUS-GAAP/IASに準拠し

た財務諸表は， HGBに準拠した財務諸表との関

連から，一般に次のような説明がなされてきた。

辞書からの引用を見てみよう。

「二重庶務第茨 (DualeAbschlusse) 数社の

コンツェルンがその連結財務諸表をHGBの枠

内で可能な限りIASCのIAS（例えば， 1994年以

降のBayer社， Schering社）またはUS-GAAP

(1995年のVEBA社）に適応させている。それ

らのコンツェルンは，しかるべく貸借対照表計

上選択権を行使し， HGBの要求以上の報告に関

8）例えば，当該企業の海外依存度（海外での売上高等
の比率や外国人投資家の比率が高いほどUS-GAAP/
IASを採用する傾向にあるといった仮定）や，親子関
係（親会社がUS-GAAP/IASを採用している企業は
US-GAAP /!ASを採用するといった仮定）を調べるこ
とによって，さらなるUS-GAAP/IAS採用理由が判明
するかもしれない。

して附属説明書を拡張し， HGBに適合しないよ

うな評価方法に基づいたために財務諸表に表れ

ない価値については追加的に報告を行う。

並列財務諸表 （ParalleleAbschlussの かな

りの数のコンツェルンがHGBに準拠した連結

財務諸表のほかにUS-GAAP（例えば， 1996年の

Daimler-Benz社）またはIAS（例えば， 1995年

以降のDeutscheBank）に準拠した第2の財務

諸表を作成している（並列財務諸表）。 NYSEへ

の上場は， US-GAAP準拠の財務諸表，または

HGBに準拠した利益および資本から US-

GAAPに準拠した利益および、資本へと算定を

行う調整表切berleit；開討をもって可後ヒな

る。」（Bussevon Colbe [1998], S.426，さらに

Niehus [1995a], S.937, Pellens [1998], S. 

457-522, C&L Deutsche Revision [1997], S. 

33-38も参照のこと）

ここに説明される二重財務諸表，並列財務諸

表，および調整表とは，準拠の結果作成された

財務諸表または計算書に対する呼称であるが，

それは視点を変えればその準拠の方法をも表し

ている。すなわち，それらは順に，二重（Dual),

並列（Parallel)，調整表という 3つの準拠方法

である。

また，これと同様の準拠方法に対して，Ordel-

heide[1998］は，二重（Dual)，二種類（Doppelt),

調整表（むberleitung）という名称を与えている

(S.37-40）。ここにおける二種類は，前述の並列

に相当すると考えてよい。

このように， ドイツにおいては，準拠の結果

作成された財務諸表または調整表における採用

基準聞の関係に注目する立場から， ドイツ企業

のUS-GAAP/IAS準拠が説明されてきた。しか

しながら本稿では，ドイツ企業のUS-GAAP/

IAS への「準拠方法」を論ずるのであるから，比
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較の基点をUS-GAAP/IASに置き，当該基準へ

の準拠方法を順にHGBとus心AAP/IASとの

「二重準拠J,US-GAAP /IASへの「完全準拠」，

およびHGBとUS-GAAP/IASの「調整表（によ

る準拠）」という呼称を用いることとする。

このような分類のもとに， ドイツ企業のUS-

GAAP/IAS準拠方法を今一度整理してみたい。

ここでは，まず単純に，多くのドイツ企業が直

面している状況である，「ドイツ圏内でHGBに

準拠した財務諸表の作成を要求されているドイ

ツ企業が，さらにUS-GAAPまたはIASのいず

れか一方の基準を採用し，当該基準への準拠を

行う場合」を想定する。

①二重準拠

この準拠方法は， HGBで認められる範囲内で

us~GAAP /IASにも同時に準拠するものであ

る。この準拠方法に依る結果作成されるのは，

l組の財務諸表である。この二重準拠を行うド

イツ企業には，例えば，1994年にIASへの準拠を

果たしたBayer社， Hoechst社， Schering社等が

ある。

②完全準拠

HGB準拠の財務諸表とは別に， US-GAAP/

IAS準拠の財務諸表をもう一組作成する方法で

ある。その結果，計2組の財務諸表が作成され

る。 IASに準拠した財務諸表を作成しているAl-

lianz社， CommerzBank, NYSEに上場して

US-GAAPに完全準拠している Daimler-

Chrysler社（前Daimler-Benz社）, Fresenius 

Medical Care社等が，この準拠方法を採る企業

である。

③調整表

HGBに準拠した財務諸表を作成した上で，調

整表において， HGBとUS-GAAP/IASの聞に

生じる重要な相違とその金額についてHGBの

もとでの利益および資本に修正を加え， us帽

GAAPに準拠した利益および資本を導き出す

方法である。この方法に準拠した場合， HGBに

準拠した財務諸表とそのUS-GAAP/IASとの

調整表がそれぞれ1組ずつ作成される（US-

GAAP/IASへの間接的準拠） oそして調整表は，

注記・附属説明書（Notes:A油ang）の中に追

加的情報として示される九 NYSE上場企業で

あるDeutscheTelekom社， SAP社， SGLCar-

bon社，VEBA社（ともにHGBとUS-GAAPの調

整表）の他， NM上場企業であるBertraudt在

(HGBとUS-GAAPの調整表）, Centrotec社，

Kinowelt Medien社（HGBとIASの調整表）等

が，これに該当する企業である。

これら 3つの準拠方法を採る代表的な企業を

図表3に示している。

ここにドイツ企業のUS-GAAP/IAS準拠方

法として特徴的であるのは，二重準拠である。

これは，主にHGBのもつ弾力性を用いることに

よって可能となるものである。ここで，各国の

会計制度の認める弾力性は，「①同一の事象を会

計処理できる会計方法（選択肢）の数，②選択

の仕方についての制限の有無，および③継続性

の変更の容易さJ（徳賀［2000], 6頁）により

決定される。 HGBには，まず，二重準拠企業の

多くがその使用を明記している貸借対照表計上

選択権および評価選択権（Bilanzierungs-und 

Bewertungswahlrechte）において認められた

会計方法を用いることが可能である点に弾力性

が存在する。また，継続性の原則の適用も比較

的緩やかである (Born[1994], S.130-131，さ

らに森［1997],130頁も参照）。これらの弾力性

が許容されているほかに，外貨換算のように法

9）このなかでも，様式20-Fを作成するドイツ企業の調
整表は，連結財務諸表注記「ドイツおよびアメリカの
一般に認められた会計原則における重要な相違jに掲
載される。
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図表3 ドイツ企業のUS-GAAP/IAS準拠方法
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二重準拠 調整表 完全準拠

US-GAAP IAS US-GAAP IAS US-GAAP IAS 

Preussen Bayer BASF Centrotec Daimler-Chrysler Adidas-Salomon 

Elektra Dyckerhoff Bertraudt Kinowelt Fresenius Alsen-

Raab Karcher Heidelberger Deutsche Medien Medical Care Breitenburg 

Zement Telekom Pfeiff er Vacuum Allianz 

Schering SAP Commerz Bank 

SGL Carbon Merck 

VEBA Puma 

Pedland Braas 

注：図表作成にあたっては，特にOrdelheide[1998 J, 38頁の掲載図表， C& LDeutscheRevision[1997], Born[1999], 
入手可能であった当該企業のドイツ語版および英語版の営業報告書（Geschaftsbericht:Annual Report），様式20-F

等を参照した。

制化されていない貸借対照表計上領域があると

いう点でも，選択可能な会計方法の幅は広く

なっている（Pellens[1998], S.461）。このよう

に， ドイツ企業には会計方法選択上の自由裁量

の余地が与えられているため，二重準拠が可能

となるのである。この二重準拠方法は， ドイツ

企業の他にフランス企業もまた採用可能であ

り川，実際に二重準拠が行われているという（詳

細は， Niehus[1991a] [1991b］）。

さて，それでは具体的に， ドイツ企業の財務

諸表に掲げられたUS-GAAP/IAS採用・準拠に

関する記述を見ていきたい。いずれの準拠方法

を用いるのであれ，企業によって採用された基

準は財務諸表に示される。そしてそれは，通常，

注記・附属説明書の冒頭に掲載される。以後，

当該部分を検討していくことを通じて，上記の

分類では説明困難であるような，より複雑な

US-GAAP /IAS準拠政策がドイツ企業によっ

て採られていることが分かる。

10）例えば，弾力性のある会計基準を持つA国におい
て，会計方法a, b, Cがともに認められており，か
っUS-GAAP/IASではaのみが認められている場合，
A国企業がUS-GAAP/IAS準拠のためにその会計方
法をbから aへと変更することは（A国で意味される
継続性の原則に抵触しなければ）可能である（この論
理の詳細は，徳賀［2000］，第5章を参照のこと）。

① 重要性の判断による完全な二重準拠

まずは， 1995年度のHeidelbergerZement社

および、Schering社の連結財務諸表注記からの

抜粋を見てみよう。

Heidelberger Zement社（1995)

「HeidelbergerZement社の連結財務諸表は，

前年度と同様，商法典の規定および当決算日に

施行されている国際会計基準委員会 (IASC）の

基準に準拠して作成された。 IASおよびHGBに

準拠して異なる処理が要求されるような事実関

係は， HeidelbergerZementコンツェルンの本

報告期間には生じなかった，またはIASの重要

性の原則に従って重要でないと判断されるべき

ものであった。J(C & L Deutsche Revision 

[1997], S.35) 

Schering社（1995)

「Schering社の連結財務諸表は，商法典

(HGB）の諸規定に準拠して作成されている。

そのほか， HGBの貸借対照表計上および評価の

諸原則と矛盾しない限り，本決算日に施行され

ている国際会計基準委員会の諸基準を考慮して

いる。特に実現原則と慎重原則から離脱が生じ
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るが， 1995年度の連結財務諸表に大きな影響を

及ぼしてはいない。J(C& L Deutsche Revision 

[1997], S;36) 

注目すべきは，当該企業が可能な限りIASを

採用するという二重準拠を行っているだけでな

く，その結果基準間の相違に重要性がないこと

を理由として， HGBとIASの両方の基準に同時

に準拠する財務諸表となっている点である（郡

司［2000],132-133頁）。このような方法は，上

記2社の他に， Bayer社によって採用されてい

る。

つまり，二重準拠には，可能な限り US-

GAAP/IASに準拠した結果， HGBとUS-

GAAP/IASとの相違が重要でないとの判断か

らHGBとUS-GAAP/IASに同時に準拠し，結

果が一致してしまう場合と，一致せず相違が生

じる場合があることが分かる 1九故に，企業が

us心AAP/IASに準拠するに際して二重準拠
方法を採る場合には，重要性の判断の余地が存

在し， HGBとUS-GAAP/IASとを一致させる

ための会計政策が行われる可能性がある（その

会計政策の具体的手段については，徳賀［2000],

173 175頁を参照されたい）。

②選択可能な二つの準拠方法

一二重準拠＋調整表の例一

1997年にNYSE上場を果たしたVEBA社は，

そのUS-GAAP準拠方法に関して次のように述

べている。

「VEBA社の連結財務諸表は，ドイツ商法典

11) Goebel/Fuchs [1995］は，前者の方法による結果作
成された財務諸表を二重財務諸表（dualeAbschliis-
se），後者の方法を質的調整（qualitativeReconcilia-
tion）と呼ぴ，区別している。

(HGB）およびドイツ株式会社法（AktG），す

なわちGermanGAAPに準拠して作成されて

いる。進行している当グループの会計および開

示の国際化に沿って， 1995年 1月1日以来，

VEBAグループの連結財務諸表は， German

GAAPのもとで可能な限り，アメリカにおける

一般に認められた会計原則（US-GAAP）に準拠

して作成されてもいる。 GermanGAAPのもと

でUS-GAAPの適用が認められていない状況に

ついては，純利益および資本に関するUS-

GAAPの適用の影響が，注記2にある調整表に

含められている。さらに，US-GAAPのもとで要

求された追加的な情報を含めるために，連結財

務諸表には付録が付されている。」（VEBA

[1998], p. 72) 

すなわち，VEBA社は，US-GAAPへの二重準

拠を行った上で，調整表を作成しているのであ

る。つまり，二重準拠と調整表という方法は，

代替的な準拠方法ではない。この例から，二重

準拠の結果HGBとus同GAAP/IASとの聞に重
要な相違が生じた場合に，二重準拠方法が他の

準拠方法と併用可能なものとなることが分か

る。前掲のVEBA社の他， SAP社， Deutsche

Telekom社等がこれと同様の方法を採ってい

るD

またこの準拠方法は， NYSEへの上場と密接

に関わっている（ここに挙げた企業は，すべて

NYSE上場企業である）。次の例に顕著に表れ

ているように， DeutscheTelekom社は， NYSE

上場のために，二重準拠＋調整表という準拠方

法を選択している。

Deutsche Telekomネ土 (1995) 

「DeutscheTelekom社の連結会計の国際化

の流れに沿って，貸借対照表計上および評価に



ドイツ企業による会計基準採用・準拠政策の実態 -65-

際して，ドイツ商法典に従った選択権の行使の

範囲で認められる限り，当決算日において施行

されているアメリカにおいて一般に認められた

会計原則（US-GAAP）が考慮された。これを

もって，予定されているニューヨーク証券取引

所（NYSE）への上場のためにUS-GAAPに準拠

した利益および資本の調整計算を少数の項目に

限定する，という目的が追求された。」（C& L 

Deutsche Revision [1997], S.33) 

ここでドイツ企業が行っているような，自国

の会計基準の範囲内でUS-GAAPに準拠した上

で調整表を作成するといった方法は，二重準拠

が可能な範囲において相違はあるが，ドイツ以

外の国の企業によっても行われているo Nobes 

によれば， US-GAAPとの調整表を作成するイ

ギリス企業は，（イギリス基準で認められる範囲

内で） US-GAAPで認められている方法を用い

ているという（Nobes [1995], p.167，さらに徳

賀［2000],53-58頁も参照）。

そこで，徳賀［2000](56-57頁）において示

されている，イギリス企業が調整表によって

US-GAAPに準拠する際の会計方法の変更の可

能性を，本稿の趣旨に添うよう，ドイツ企業が

US-GAAP /IAS準拠する場合に当てはめて考

えてみたい。つまり，ドイツ企業はまず調整表

を作成する際に， HGBで認められているがUS-

GAAP/IASでは認められていない方法をUS-

GAAPで認められている方法へと変更する「不

可避の変更」を行う。しかしながらそれだけで

なく，現在採用している方法がUS-GAAP/IAS 

で認められているにもかかわらず， US-GAAP

で認められている別の方法へと変更するといっ

た「可能な変更」を行う可能性もあるのであるo

このように，準拠方法の選択と企業の会計政策

が密接な関係にあるため，準拠方法の選択さえ

も政策的なものと化してしまう場合がある。

③ NYSE上場と準拠政策の変更

これまで， HGBに準拠した上でUS-GAAPま

たはIASの一方の基準に準拠することを想定

し，実例を示してきた。しかし， US-GAAP/IAS 

採用ドイツ企業のなかには， US-GAAPとIAS

の両方の基準に準拠する企業がある。 Hoechst

社は， 1997年から1998年まで， US-GAAP/IAS 

の両方の基準を採用する政策を採っていた問。

その具体的方法はつまり， HGBとIASとの二重

準拠を行いHGBのもとで可能な限りIASに準

拠した上で，さらにそれとUS-GAAPとの調整

表を作成するというものである。ここで作成さ

れるのは， HGBとIASの両方に準拠した一組の

財務諸表とUS-GAAPとの一組の調整表であ

る。

ここでこの US-GAAPへの準拠は， US-

GAAPの採用が要求されるNYSE上場と同時

に行われた。つまり， Hoechst社は， 1994年に二

重準拠によりIASを採用した後， 1997年にUS-

GAAPとの調整表をもってNYSE上場を果た

したのである。

この例は，現在IASを採用している企業が，こ

れから先， NYSE上場に伴って採用基準をus
-GAAPに変更したり， US-GAAPを追加的に

採用したりする可能性があることを暗示してい

るo実際に，現在二重準拠または完全準拠によ

りIASに準拠しているAllianz社， Bayer社，

Commerzbank, Deutsche Bank, Dresdner 

Bank, Schering社等の企業は， NYSE上場を決

定したため，近年中に採用基準の変更または追

加を行う予定である。

12) Hoechst社は， 1999年11月NYSEへの上場を廃止し
たため， 1999年度よりUS-GAAPの採用・準拠を行っ
ていない。
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またこのHoechst社の例で注目すべき点は，

SECに提出した1997年度の様式20-F第18項に

ある財務諸表注記には，「当社の連結財務諸表は

IASに準拠じて作成された」（下線部は引用者に

よる） (Hoechst [1997a], F-51）と説明されて

おり， HGBに準拠したとの記述は見られない点

である。しかしながら，Hoechst社は1995年以来

HGBとIASに二重準拠した財務諸表を作成し

てきたし，当該企業の様式20-Fに掲載された財

務諸表とドイツ語版の営業報告書（Geschafts-

bericht) (Hoechst [1997b］）に含められた財務

諸表を比べてみても，相違は見られずそれらは

同ーのものである。つまり，様式20Fに掲載さ

れた財務諸表を見るだけでは， HGBとIASに二

重準拠している旨が分からないのである。

また，次に挙げるDaimler-Benz社は，準拠方

法の変更を行った例である。 Daimler-Benz社

は， 1993年以来HGBとUS-GAAPとの調整表を

作成していたが， 1996年その準拠方法を完全準

拠に変更した。その変更の理由を伺うことが出

来るのが，次の記述である。

「当グループは，前事業年度まで財務諸表等規

則第237条第1項の規定に基づき，ドイツ連邦共

和国において公表した年次報告書に記載された

財務書類であり， ドイツ連邦共和国において一

般に公正妥当と認められた企業会計原則及び会

計慣行（「ドイツ会計基準」）に準拠して作成さ

れたものを有価証券報告書に記載していた。し

かし，当社株式の1993年のニューヨーク証券取

引所上場以来，米国会計基準に基づく財務書類

の調整も併せて行っていたところ，（1)2つの会

計基準に基づく開示を行うことの経費負担及

び，（2）米国会計基準の方がドイツ会計基準より

もより透明性が高く，他の国際的企業グループ

と当グループとの比較が容易になると考えられ

ること等に照らして， 1996年12月31日に終了し

た当事業年度より，全世界（ドイツを含む）に

おいて，米国会計基準による財務書類のみを投

資家向けの年次報告書（アニュアル・レポート）

等で開示することとした。この一環として，本

書においても米国会計基準に準拠して作成され

た財務書類を記載することに変更した。J（ダイ

ムラー・ベンツ［1996],41頁）

上記のような理由から，現在調整表を作成し

ている企業が，その準拠方法を完全準拠に変更

することも十分考えられる。つまり，採用基準

が変更される場合があるだけでなく，準拠方法

も変更される場合があるのである。そしてこれ

らの例から，採用基準・準拠方法の変更が，

US-GAAPへの準拠が要求されるNYSE上場と

の関連において行われ， IASからUS-GAAPへ

と，調整表から完全準拠へと行われることを伺

い知ることができる。しかしながら，これが一

般化できる事例であるのかどうかという問題

は，今後の実務の動向を分析することでのみ検

証可能となる。

本節を通じて見てきたように，ドイツ企業の

US-GAAP/IAS準拠方法は多様かつ複雑であ

る。特に，本節で例示したような複雑な準拠方

法を採る企業が，国際的大企業であることも見

逃してはならない。ドイツ企業がUS-GAAP/

IASを採用する際には，US-GAAPかIASかそれ

とも US-GAAP/IASの両方を採用するかと

いった採用基準の選択に加えて，二重準拠か調

整表か完全準拠かといった準拠方法の選択があ

り，この二つの次元での選択が行われている。

またそれらの選択に際しては，会計基準の採

用・準拠政策が繰り広げられているのである。
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4.おわりに

本稿では，近年著しく US-GAAP/IAS採用の

動きを見せているドイツ企業に焦点を当て，当

該基準の採用・準拠について検討を行ってきた。

第 2節においては，ドイツ企業によるUS-

GAAP/IAS採用の根拠として，「NYSEへの上

場またはNMへの上場Jおよび「国際的大企業」

という 2つの要因を特定した。つまり， US-

GAAP/IAS採用企業の増加という変化は，ドイ

ツ企業のなかでも特にNYSE上場企業， NM上

場企業，そして国際的大企業において生じてい

るのである。その他の企業については，現在の

ところ連続性が保たれているようである。この

ことは，これから先ドイツ企業のなかでus”
GAAP/IASを採用し変化が生じる可能性が大

きいのは，主にNYSEやNMへの上場を計画す

る企業や国際的大企業であるということをも示

唆している。またさらに， ドイツ企業において

NYSEおよび、NMへの上場の必要性が高まり，

企業の国際化が進行していけば， ドイツ企業に

よるUS-GAAP/IASの採用が増加することを

も意味している。

このように，ドイツ会計実務に変化が起こっ

ていることに間違いはないが，その変化のなか

には連続性も包含されている。第3節で示した

ような「HGBで認められた範囲内でUS-

GAAP/IASに準拠する」といった二重準拠方法

の採用は，従来のドイツ会計制度との連続性を

保とうとする試みである。しかしながら，より

詳細なドイツ会計における変化と連続の同定に

ついては，さらなる分析を待たねばならない。

同じく第3節で示されたドイツ企業による

US-GAAP /IAS採用・準拠の多様性・複雑性は，

各企業が試行錯誤の状態にあることを表してい

るのかもしれない。故に，現時点において，ド

イツ企業によるUS-GAAP/IASの採用・準拠の

法則性を見出すことは難しい。この分析もまた，

後の検討課題として残されている。

本稿で検討してきたように， US-GAAP/IAS 

採用・準拠における基準の選択と方法の選択と

いう 2つの次元での選択によって， ドイツ企業

は会計基準の採用政策・準拠政策とでもいえる

べきものを展開していた。このドイツ会計実務

の現状は，会計の国際的調和が，基準の採用・

準拠といった「施行」の面で解決すべき様々な

問題を残していることを例示してくれる。
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